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自由民主党障害者特別委員会

委員長　衛藤　　晟一　　様

ＤＰＩ（障害者インターナショナル）

日本会議　議長　三　澤　　了

障害者基本法の見直しに関する要望書

日頃より、貴党におかれましては、障害者の差別解消と人権確立のための施策にご尽力いただいていることに敬意を表します。
ＤＰＩ（障害者インターナショナル）は、障害種別をこえた障害者の権利の擁護と自立生活の確立をめざして活動している団体であり、国連・国際障害者年の1981年に障害をもつ当事者の国際ＮＧＯとして結成されました。

現在、１３０カ国をこえる国々にＤＰＩの国内会議が結成され、障害当事者による国際的な連帯と協力関係づくりにむけて努力を重ねており、国連等において障害者関連の諮問団体として地位を得て活動しています。ＤＰＩ日本会議は、1986年に結成されて以後、全国的に障害当事者が主体となって活動している団体（59団体）が加盟し、障害者の完全参加と平等、人権の確立に向けて必要な諸活動を展開しています。
昨年11月、第5回中障協（中央障害者施策推進協議会）において報告された「障害

者施策の在り方等に係る検討状況について」では、「障害者の権利に関する条約（仮称）の締結に際し、障害者基本法について考えられる主な改正事項」（以下、「主な改正事項」と略）が示されました。この「主な改正事項」は、障害関連団体のヒアリングを経て取りまとめられたもので、「定義」「基本的理念」関係において「差別行為」「合理的配慮の否定」と、それに係る「差別行為等の禁止」が明示されたことは、権利条約との関連で一定の評価はできますが、一方でそれだけでは極めて不十分であり、改めて検討が必要な課題も明らかになりました。

　

ＤＰＩ日本会議としては、「主な改正事項」において改めて浮き彫りになった課題を明らかにし、この度の障害者基本法の改正にぜひ反映していただきたいという考え方から、下記の要望事項を提出いたします。積極的なご検討をお願いいたします。

記

１．障害の定義と範囲（第２条）については、権利条約が明記している「種々の障壁と相互に作用する」（第1条・目的）ことによる環境的要因との関係に着目した見直しを行っていただきたい。

【理由】

　　「主な改正事項」の「定義関係」では、障害の定義（範囲）についてはまったく取り上げられていません。障害者基本法の制定時（1993年）から難病等をはじめとして、環境上の要因によって生活上の制限を受ける状態を障害の範囲に含めるかは長年の懸案であったにもかかわらず、検討の結果に反映されていないことは極めて不十分であると言わざるを得ません。「基本的理念」において、「合理的配慮の否定」を含む「差別行為の禁止」を明示するのであれば、国際比較からも取り残されていく現行の極めて狭い「障害の範囲」を改正することが求められます。障害者権利条約が示している障害の社会モデルに沿って「この法律において「障害者」とは、身体的障害、知的障害又は精神的障害（以下「障害」と総称する。）があるため、種々の障壁と相互に作用することにより、社会に完全かつ効果的に参加することに制限を受ける者を含む」との規定に改正して下さい。難病については、基本法23条3項に、「難病等に起因する障害」とされているため、身体障害者福祉法の手帳所持者に限定されているという誤解が生じており、「難病等に起因する」の「に起因する」を削除すべきです。また、障害に基づく差別の多様な実態に合わせて、ＨＩＶのキャリア、顔面に異形やアザがある人等にかかわる障害の「みなし」や「過去の経歴」を「障害の範囲」に含める柔軟な対応が求められています。

２．「国・地方公共団体の責務関係」に、障害者が差別や人権侵害を受けたときの「権利救済の仕組み」の設置義務を明記し、実定法上の障害に基づく差別を禁止する法制化を強く促していただきたい。

【理由】

「主な改正事項」の「国・地方公共団体の責務関係」では「差別行為の防止義務」は明示されていますが、この「防止義務」の中に差別や人権侵害を受けたときの権利救済の仕組みの設置義務が含まれているのかが不明です。「重点施策実施５か年計画」でも指摘しているとおり、障害者差別を具体的に救済する制度の設置について、権利条約の実施という点からも、国や地方自治体の権利救済機関の設置義務を理念として法律上明記することが必要です。

理念法としての障害者基本法のもと、実定法としての障害者差別禁止法の制定が必要であり、これらの法律に基づく権利救済の仕組みが欠かせません。実効性のある「差別行為の防止義務」が明確にされる必要があります。

３．基本法に関係する個別実定法の理念的根拠となる「障害者の福祉に関する基本的施策」（第２章）の各条文については、権利条約の関連条文をもとに、関係個別法の見直しの際には「～を確保する」「～を行う」「～しなければならない」等の義務規定を可能な限り明示していただきたい。

【理由】

「主な改正事項」では、「障害者の福祉に関する基本的施策」（第２章）の各条文については、まったく言及がされていません。この「第2章」は、軒並み「国及び地方公共団体」「事業者」が法文上の主語になり、それぞれの努力義務を抽象的に定めています。

つまり現行の障害者基本法は、「国及び地方公共団体」または「事業者」が主体であり、基本法の当事者であるはずの「障害者」が客体に位置づけられた「障害者施策の促進法」になっており、その枠内で事業者などに対して抽象的な努力義務を課すことにとどまっています。こうした法律上の基本的性格が、地域生活や、教育、雇用等の関係する個別実定法に対して明確な拘束力をもてない要因になっているため、当事者本位の関係法令の効果的な見直しを行うことが極めて困難な状況をもたらしています。このままでは、障害のある人が権利の主体であるとする権利条約の基本的コンセプトとも大きな齟齬が生じることになってしまいます。

４．中障協（中央障害者施策推進協議会）の運営の在り方を見直すとの報告がされている。権利条約に基づく国内実施と監視を具体化する立場から「独立性」と「当事者参画」が確保された上で、恒常的な施策の調査・監視の体制をつくっていただきたい。

【理由】

「主な改正事項」では、「障害者施策に関する調査審議、意見具申、実施状況の監視等の所掌事務の追加」と「関係行政機関に対する資料の提出等の協力要請」が明示されています。しかし肝心なのは、権利条約の「国内実施及び監視[モニタリング]」（第33条）で明記されている「独立した仕組み」と「当事者参画」がどのように具体的に確保されるのかという点です。その点が曖昧なままでは、「意見具申」「監視」という言葉を並べても実効性が疑わしいものとなってしまいます。

特に全50条からなる権利条約の国内実施を監視するための要を担う機関として中障協の改変を行うのであれば、恒常的な運営体制の整備が必須の要件となり、常設の事務局と専門調査員等の配置、調査権や一般勧告権の付与、運営等への障害者団体の実質的な参画等が前提条件になると考えます。

以上
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